
業を行うために契約を締結した相手方（以下「建設請負   

業者等」という。）から多額の寄附を受けることについ   

ては、共同募金会を通じた受配者を指定した寄附金を除   

いて禁止されているのでこの点に留意すること。  

また、法人が建設工事契約を締結した場合には、その   

内容について報告を求め、不正の点がないか確認された   

いこと。  

さらに、施設建設工事に係る契約において、一括下請   

負契約は妥当ではなく、国庫補助の対象としないことと   

しているので、特に留意すること。  

り 入札を行う場合には、監事や、複数の理事（理事長を   

除く）及び評議員（理事長の6親等以内の血族、配偶者   

等租税特別措置法施行令の規定による「特殊の関係のあ   

る者」を除く。）を立ち会わせるよう指導されたいこと。  

この場合、地元市町村職員の立ち会いを求めることも   

適当であること。  

入札後は、入札が適正に行われた旨の立会人全員の署   

名とともに、入札結果（入札業者名、落札業者名、入札   

金額及び落札金額）を都道府県垂に届け出るよう指導し、   

都道府県車において当該入札結果（入札金額を除く）を   

一般の閲覧に供されたいこと。また、法人においても入   

札結果を一般の閲覧に供するよう指導されたいこと。  
エ 施設建設に当たり、当初計画に従った建設が進行して   

いるか否かの実情を確認するため、建設工事中間時点及   

び工事完了時点において、工事監理者及び請負業者立会   

いのもとで、可能な限り公共事業担当部局との連携を図   

りつつ、現地調査を行われたいこと。  

また、併せて、工事の一部を下請業者が行う場合には、   

法人に対し、当該下請業者の商号又は名称その他必要な   

事項を確認するよう指導するとともに、都道府県垂にお   

いても、現地調査においてこれらを確認されたいこと。  

業を行うために契約を締結した相手方（以下「建設請負   

業者等」という。）から多額の寄附を受けることについ   

ては、共同募金会を通じた受配者を指定した寄附金を除   

いて禁止されているのでこの点に留意すること。  

また、法人が建設工事契約を締結した場合には、その   

内容について報告を求め、不正の点がないか確認された   

いこと。  

さらに、施設建設工事に係る契約において、一括下請   

負契約は妥当ではなく、国庫補助の対象としないことと   

しているので、特に留意すること。  

り 入札を行う場合には、監事や、複数の理事（理事長を   

除く）及び評議員（理事長の6親等以内の血族、配偶者   

等租税特別措置法施行令の規定による「特殊の関係のあ   

る者」を除く。）を立ち会わせるよう指導されたいこと。  

この場合、地元市町村職員の立ち会いを求めることも   

適当であること。  

入札後は、入札が適正に行われた旨の立会人全員の署   

名とともに、入札結果（入札業者名、落札業者名、入札   

金額及び落札金額）を都道府県筆に届け出るよう指導し、   

都道府県筆において当該入札結果（入札金額を除く）を   

一般の閲覧に供されたいこと。また、法人においても入   

札結果を一般の閲覧に供するよう指導されたいこと。  

エ 施設建設に当たり、当初計画に従った建設が進行して   

いるか否かの実情を確認するため、建設工事中間時点及   

び工事完了時点において、工事監理者及び請負業者立会   

いのもとで、可能な限り公共事業担当部局との連携を図   

りつつ、市区町村と現地調査を行われたいこと。   

また、併せて、工事の一部を下請業者が行う場合には、  

法人に対し、当該下請業者の商号又は名称その他必要な  

事項を確認するよう指導するとともに、都道府県星型垂  

星型塑においても、現地調査においてこれらを確認され  

たいこと。  
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オ アからエまでに規定する取扱いは、民間公益補助事業   

による施設整備についても同様であること。  

力 事業規模の縮小（整備費等の減額）等（独）福祉医療  

オ アからエまでに規定する取扱いは、民間公益補助事業   

による施設整備についても同様であること。  

力 事業規模の縮小（整備費等の減額）等社会福祉・医療   

重量旦借入金の限度額に変更が生じる場合があるので、   

事業完了時点における当初計画との突合等により事実把   

握に努めるとともに、あらゆる機会を通じて所要の届出   

を行うよう周知徹底を図られたいこと。  

キ リースによる設備の整備は、設備整備費国庫補助の対  

埋邁借入金の限度額に変更が生じる場合があるので、事  

業完了時点における当初計画との突合等により事実把握  

に努めるとともに、あらゆる機会を通じて所要の届出を  

行うよう周知徹底を図られたいこと。  

象にならないので、十分点検されたいこと。  

（3）施設運営関係   

ア いわゆる二重帳簿を作成し、又は証ひょう書類を改ざ  

んするなどにより運営費を不正に使用するような事案が  

生ずることのないよう、会計諸帳簿と証ひょう書類を照  

合するとともに、必要な場合は取引先の確認を行われた  

いこと。特に、その際、職員給与と給与台帳との突合、  

購入物品との突合等に配意すること。  

また、会計責任者と出納職員との兼務を避け、内部け  

ん制組織を確立するとともに、必要に応じ適宜監事に諸  

帳簿等を検査させるなどの内部体制の整備について指導  

を徹底されたいこと。   

イ 運営費の管理については、銀行、郵便局等への預貯金  

（3）施設運営関係   

ア いわゆる二重帳簿を作成し、又は証ひょう書類を改ざ  

んするなどにより運営費を不正に使用するような事案が  

生ずることのないよう、会計諸帳簿と証ひょう書類を照  

合するとともに、必要な場合は取引先の確認を行われた  

いこと。特に、その際、職員給与と給与台帳との突合、  

購入物品との突合等に配意すること。  

また、会計責任者と出納職員との兼務を避け、内部け  

ん制組織を確立するとともに、必要に応じ適宜監事に諸  

帳簿等を検査させるなどの内部体制の整備について指導  

を徹底されたいこと。   

イ 運営費の管理、運用については、それが公費を主たる  

等安全確実な方法により行うことが望ましく、価値変動  財源としていることからも、特に適正を期する必要があ  

の激しい財産、客観的な評価が困難な財産等が財産の相  るので、銀行、郵便局等への預貯金等安全確実でかつ換  

金性の高い方法により行うよう指導されたいこと。  当部分を占めることのないよう指導されたいこと。  

ウ 運営費の当該法人内の各施設経理区分、本部経理区分   

又は収益事業等の特別会計への資金の貸借（保育所運営   

費にっては、「『保育所運営費の経理について』の運用  

ウ 運営費の当該法人内の各施設経理区分、本部経理区分   

又は収益事業等の特別会計への資金の貸借については、  

当該法人の経営上やむを得ない場合に、当該年度内に限  

等について」（平成12年6月16日児保第21号厚生  って認められるものであり、この場合、必ず本部経理区  

省児童家庭局保育課長通知）の間14の（答）により認め  分を経由するよう指導されたいこと   

なお、当該法人内の各施設経理区分、本部経理区分又  

は収益事業等の特別会計以外への貸付は一切認められな  

いこと。   

られることとされているものに限る。）については、当  

該年度内に限って認められるものである旨指導されたい  
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なお、当該法人内の各施設経理区分、本部経理区分又  

は収益事業等の特別会計以外への貸付は一切認められな  
いこと。   

エ 物品の購入等については、競争入札や複数業者からの  

見積合わせ、市場価格調査等により適正に行われている  

かを確認されたいこと。不適正な契約が行われている場  

合には、その是正について指導を徹底されたいこと。   

オ 施設長等施設の幹部職員の給与が、当該施設の給与水  

準に比較して極めて多額であるような場合は、長期的に  

安定した施設運営を確保する上で問題が大きいと思料さ  

れるので、財源等の実態をよく把握し、その指導に万全  

を期されたいこと。  

（4）施設利用者等の処遇   

ア 施設利用者の処遇は、利用者のおかれる個別的、客観  

的事情を十分考慮し、その特性に応じた個々の処遇方針  

の下に、適切、かつ、効果的に行われるよう指導するこ  

と。   

イ 施設利用者の処遇は、利用者と施設職員との信頼関係  

を基調とするものであるから、相互の円滑な人間関係を  

確保するよう指導すること。   

り 施設利用者の日常生活の指導等に当たっては、食事の  

内容、被服、保健衛生等への配慮はもとより、教義の向  

上、機能回復訓練、施設内作業、レクリエーション、そ  

の他余暇の善用等、豊かな生活を送らせるための配慮を  

させるよう指導すること。  

特に、塗貪を実施する場合については、栄養、カロリ  

ーの確保に留意し、特に栄養士の設置されていない施設  

については、所要カロリーが摂取されるよう指導するこ  

と。   

エ 施設利用者又は利用者の家族等に寄附金を強要し、こ  

れを不正に使用するなどの事案が生ずることのないよう  

厳に指導されたいこと。   

エ 物品の購入等については、競争入札や複数業者からの  

見積合わせ、市場価格調査等により適正に行われている  
かを確認されたいこと。不適正な契約が行われている場  

合には、その是正について指導を徹底されたいこと。   

オ 施設長等施設の幹部職員の給与が、当該施設の給与水  

準に比較して極めて多額であるような場合は、長期的に  

安定した施設運営を確保する上で間遠が大きいと思料さ  

れるので、財源等の実態をよく把握し、その指導に万全  

を期されたいこと。  

（4）施設利用者等の処遇   

ア 施設利用者の処遇は、利用者のおかれる個別的、客観  

的事情を十分考慮し、その特性に応じた個々の処遇方針  

の下に、適切、かつ、効果的に行われるよう指導するこ  

と。   

イ 施設利用者の処遇は、利用者と施設職員との信頼関係  

を基調とするものであるから、相互の円滑な人間関係を  

確保するよう指導すること。   

り 施設利用者の日常生活の指導等に当たっては、食事の  

内容、被服、保健衛生等への配慮はもとより、教養の向  

上、機能回復訓練、施設内作業、レクリエーション、そ  

の他余暇の善用等、豊かな生活を送らせるための配慮を  

させるよう指導すること。  

特に、鎧皇については、栄養、カロリーの確保に留意  

し、特に栄養士の設置されていない施設については、所  

要カロリーが摂取されるよう指導すること。  

エ 施設利用者又は利用者の家族等に寄附金を強要し、こ  

れを不正に使用するなどの事案が生ずることのないよう  

厳に指導されたいこと。  

一11－  

J k－▲  一  k一・  一  鶴▲∴  包▲．   



また、施設利用者からの預り金の適正な保管及び処理   
について十分点検されたいこと。  

オ 障害者支援施設等施設利用者に作業指導、機能訓練等  

また、施設利用者からの預り金の適正な保管及び処理  
について十分点検されたいこと。   

オ 身体障害者更生援護施設、授産施設等施設利用者に作  

業指導、機能訓練等を行う施設にあっては、対象者の身  

体的機能及び能力、作業意欲等に応じた科目を選定し、  

効果ある指導、訓練が行われるよう配意すること。  

また、この場合、作業設備の機械化に伴って作業中の  
事故が多くなっていることに鑑み、これが事故防止対策  

についても十分配意すること。  

（5）安全対策  

火災等に対する災害事故防止については、施設利用者の   

特殊性に鑑み、その対策には特段の配慮が必要であるので、   

防災設備の点検整備はもとより、平素から所轄消防機関と   

の連携を密にするとともに、火災の予防、避難訓練等を十   

分に行い、非常災害の際の利用者の安全対策に万全を期す   

よう指導すること。  

（6） その他   

ア 社会福祉法人会計基準制定の趣旨を徹底させるととも  

に、会計諸帳簿を整備し、適正かつ明確な会計事務処理  

が行われるよう繰り返し指導されたいこと。   

イ 法人の理事長等が医療事業等他の事業を経営している  

場合、資金の混同等を生じるおそれがあるので、特に留  

意されたいこと。   

り 資産管理の状態及び借入金の有無については、極力登  

記簿謄本による確認も行われたいこと。   

工 法人印及び代表者印の管理について、管理者が定めら  

れているなど管理が厳正に行われているかどうか十分に  

点検されたいこと。  

を行う施設にあっては、対象者の身体的機能及び能力、  

作業意欲等に応じた科目を選定し、効果ある指導、訓練  

が行われるよう配意すること。  

また、この場合、作業設備の機械化に伴って作業中の  
事故が多くなっていることに鑑み、これが事故防止対策  

についても十分配意すること。  

（5）安全対策  

火災等に対する災害事故防止については、施設利用者の   

特殊性に鑑み、その対策には特段の配慮が必要であるので、   

防災設備の点検整備はもとより、平素から所轄消防機関と   

の連携を密にするとともに、火災の予防、避難訓練等を十   

分に行い、非常災害の際の利用者の安全対策に万全を期す   

よう指導すること。  

（6）その他   

ア 社会福祉法人会計基準制定の趣旨を徹底させるととも  

に、会計諸帳簿を整備し、適正かつ明確な会計事務処理  

が行われるよう繰り返し指導されたいこと。   

イ 法人の理事長等が医療事業等他の事業を経営している  

場合、資金の混同等を生じるおそれがあるので、特に留  

意されたいこと。   

り 資産管理の状態及び借入金の有無については、極力登  

記簿謄本による確認も行われたいこと。   

工 法人印及び代表者印の管理について、管理者が定めら  

れているなど管理が厳正に行われているかどうか十分に  

点検されたいこと。  
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